
1

児童虐待対応における司法関与の在り方について

（これまでの議論の整理）

１．はじめに

○ 平成28年３月10日に取りまとめられた「新たな子ども家庭福祉のあり方に

関する専門委員会報告（提言）」において、「要保護児童の保護措置等の手

続における裁判所の関与のあり方については、様々な意見が出されたが、児

童相談所による保護者指導の緊急性、必要性が特に高い場合（児童が現に虐

待を受けている場合等）において、その実効性を確保するため、裁判所又は

裁判官が保護者に対する指導に直接関与する制度の導入等の、司法関与を一

層強化する制度の導入について、関係部署と調整を行った上、早期に検討を

開始する必要がある。また、一時保護等や28条審判における裁判所の関与の

あり方についても、児童相談所の機能強化の状況等を踏まえた検討を行うべ

きである」とされた。

○ 平成28年５月27日に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平

成28年法律第63号）附則第２条第２項では、「この法律の施行後速やかに、

児童福祉法第六条の三第八項に規定する要保護児童（中略）を適切に保護す

るための措置に係る手続における裁判所の関与の在り方について、児童虐待

の実態を勘案しつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする」とされた。

○ また、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）にお

いても、「児童保護手続における裁判所の関与の在り方について検討し、必

要な措置を講ずる」とされた。

○ これらを踏まえ、上記各事項について調査・検討を行うため、平成28年７

月から「児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の

在り方に関する検討会」を開催し、議論を進めてきた。

○ 児童虐待対応における司法関与の在り方については、その基本的な考え方

とともに、主に以下の５項目を個別の論点事項として検討してきた。

・一時保護

・裁判所命令

児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度
の利用促進の在り方に関する検討会

平成 29 年１月 16 日
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・面会通信制限、接近禁止命令

・親権停止制度の活用

・28条措置に係る裁判所の承認

○ 司法関与の在り方の検討に当たっては、一時保護の期間や児童相談所にお

ける司法関与に対する見解、保護者への指導の状況等を調査するため、児童

相談所への実態調査（以下「実態調査」という。）を行った。

２．基本的な考え方

○ 今般の児童福祉法の改正の以下のような趣旨を踏まえて、児童虐待対応の

今後の在り方を検討する必要がある。

１）子どもは、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適切な養育を受

け、健やかな成長・発達や自立等を保障される権利を有することを位置付

けたこと。

２）家庭は、子どもの成長・発達にとって最も自然な環境であり、まずは、

子どもが家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、保護者を支援

するといった、家庭養育の原則が明記されたこと。

○ 全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、一貫して増加して

おり、平成 27 年度（速報値）では、はじめて 10 万件を突破した。児童虐待

の相談対応件数の増加とともに、親権をめぐり保護者と児童相談所との間で

軋轢が生じる場合も増えてきている。

○ こうした背景を踏まえ、手続の適正性を一層確保し、在宅での養育環境を

改善し、できる限り子どもが家庭において養育されるよう、児童相談所や家

庭裁判所の体制整備と併せて、児童虐待対応における司法関与の在り方を見

直す。

○ なお、本検討会における議論の中では、司法を関与させる必要性・有効性

が必ずしも明らかになっておらず、現時点で司法関与を強化するべきという

点について、意見の一致が見られないとして、見直しについて疑問を呈する

意見もあった。
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３．議論の整理

（１）一時保護について

①課題

○ 近年は虐待を理由とする一時保護の増加に伴い、親権者等の意に反するケ

ースも多くなっており、一時保護は、親権者等の意に反しても行政の判断に

より実施することができるが、児童相談所の実務では、一時保護を行うべき

か判断に迷う事案も存在する。

○ 一時保護は、強制的に親子を分離するものであり、親権への強い制限を伴

うことから、児童福祉法第28条の措置との均衡も考慮し、司法の関与の強化

を検討するべきであるとの指摘がある。

○ 一時保護については、行政訴訟の提起が可能ではあるが、親権への強い制

限を伴うこと、親権者等の意に反する一時保護が増加していること、一時保

護が解除されると訴えの利益が消滅することから、事後の行政訴訟による救

済だけでは十分ではないとの指摘がある。

○ 現行では、一時保護の期間は原則として２か月を超えてはならないとされ

ているところ、実態調査によれば、２か月を超える一時保護は、3612件（年

換算。うち、親権者等の意に反するケースは468件）となっており、本来暫定

的な措置であるはずの一時保護が長期化している場合もある。

○ 司法の関与を強化するためには、児童相談所や家庭裁判所の体制整備が前

提となる。実態調査によれば、体制整備が「必要である」と回答した児童相

談所が89％に上っている。

○ 一時保護に対する司法関与の強化についての各児童相談所の見解について

は、実態調査によれば、「必要である」が35％、「必要でない」が36％、「その

他」が28％となっている。なお、「その他」を選択した場合の具体的な意見の

記述を見ると、その賛否は様々となっている。

また、その対象範囲については、「親権者等の同意のない場合に限って対象

とすべき」が87％（182/209児童相談所）となっている。
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②主な議論

［提案された対応案］

○ 一時保護の手続の適正性を一層担保する観点から、一時保護に家庭裁判所

による審査を導入する。

○ 緊急に児童の安全確保を図る必要がある場合があることから、行政の職権

により一時保護を行うこととする必要がある。

○ 家庭裁判所による審査の対象としては、現行の児童福祉法第28条の措置と

同様に、親権者等の意に反する場合とすることが考えられる。

○ 一時保護を開始する際に、その必要性を審査するためには、家庭裁判所に

よる一定期間内の速やかな審査や事前審査の導入を目指すことが求められる。

○ 児童相談所や家庭裁判所の体制整備と併せて段階的に司法審査を導入する

こととし、その第一段階として、現行の一時保護の期間（２か月）を考慮し、

一時保護が一定期間を超える場合に司法審査を導入することが考えられる。

○ この場合、制度の実施後相当期間内に、その実態や効果を検証し、必要な

見直しを行う。

［指摘された事項］

○ 司法審査の目的等について必ずしも認識が一致しておらず、一時保護の要

件や裁判所における審理手続等についても明確になっていない。

○ 制度の在り方によっては、保護者の権利保障が優先され、子どもの安全確

保に支障が生じるおそれがある。

○ 緊急時の対応に支障が生じたり、児童相談所が必要な一時保護をためらう

ことがないようにすべき。

○ 司法審査の対象を親権者等の意に反する場合とする際には、具体的な同意

の確認方法・手続について検討する必要がある。

○ 児童相談所や家庭裁判所の体制整備を計画的に行う必要がある。例えば、

児童福祉司や弁護士等の人員体制の強化、児童相談所内の介入機能と支援機
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能の分化、児童相談所の調査機能・権限の強化を行うことが考えられる。
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（２）裁判所命令について

①課題

○ 児童虐待を行った保護者に対しては、行政による指導や勧告が行われるが、

現行の児童福祉司指導では、児童相談所と保護者とが対立構造となるケース

も多く、結果、保護者指導の実効性が上げられないケースがある。

○ 児童福祉司指導に保護者が従わない場合の措置としては、一時保護や施設

入所等の措置のほか、親権停止等の申立てが考えられるが、必ずしもすべて

の親権を停止する必要がない場合もあり、これらの手段のみでは、必ずしも

指導の実効性が担保されないという指摘がある。

○ 改正児童福祉法において、家庭での養育が原則（保護者は児童の育成に第

一義的責任を負う、国及び地方公共団体は保護者を支援しなければならない）

と位置づけられたことから、虐待の再発防止や親子再統合に向けた保護者指

導の重要性がより一層高まっており、在宅での養育環境を改善し、できる限

り子どもが家庭において養育されるよう、保護者指導の実効性を高めるため

の措置が必要である。

②主な議論

［提案された対応案］

○ 保護者指導の実効性を高める観点からは、まずは、福祉・医療・教育等の

諸機関の連携を通じた適切な保護者支援の実施や、児童虐待防止法第 11 条第

４項に基づき、指導・勧告に従わない場合には、一時保護等を行うなど、現

行制度の活用の徹底を図るなどの取組を行う。

○ 指導が、親権行使の態様への介入に該当するような場合には、親権の在り

方について後見的な役割を担う家庭裁判所が関与する仕組みを導入し、児童

相談所長等の申立てにより、家庭裁判所が、児童虐待を行った保護者が従う

べき事項を定めた養育環境の改善計画を作成し、保護者に対してそれに従う

よう命じることが考えられる。

○ 児童福祉法第 28 条における家庭裁判所の審査の前段階として、家庭裁判所

が関与する仕組みとすることが考えられる。

○ 保護者が当該措置に従わなかった場合には、その後、児童福祉法第 28 条措
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置や親権停止、親権喪失等の家庭裁判所の審判において考慮され、段階的に

親権に対するより強い制限を伴う措置に移行することとなる。

○ 保護者指導の実効性を高めることが必要な場面としては、在宅ケース（児

童福祉司指導）のほか、一時保護、同意による入所、28 条審判（施設入所、

里親委託）の場合が考えられる。

［指摘された事項］

○ 保護者指導の実効性を高める手段として、司法を関与させる必要性・有効

性（立法事実）が明らかでない。

○ 司法に行政（福祉機関）の役割を代替させる結果となり、司法の中立性・

公正性を損なうことがないようにする必要がある。

○ 現行の親権停止を有効に活用するための方策を検討することが先決である。

○ 保護者に対する裁判所命令については、以下の指摘があった。

・ 司法が私人に対して行政の指導に従うよう義務付けることができるとす

る実体法上の根拠が不明であるほか、裁判所による家庭への過度の介入と

なる危険を防ぐ方法がなく、憲法上の制約がある。

・ 家庭への介入あるいは権利制限であるとして、司法審査を必要とすると

すれば、児童相談所における児童福祉司指導と、学校や警察における保護

者への指導との性格や位置付けの違いを整理する必要がある。

・ 親権行使の態様への介入に該当する場合について、現状では、親権の一

部制限という考え方が法的に整理されていない。

・ 裁判所が生活実態等を踏まえて、虐待の事実や保護者指導の具体的内容

の認定・判断を行い、保護者に命令することは、制度的な限界がある。ま

た、裁判所命令の申立てが却下された場合等に、逆に保護者指導が難しく

なるおそれがある。
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（３）面会通信制限、接近禁止命令について

①課題

○ 現行では、面会通信制限、接近禁止命令については、行政の判断により行

われているが、親権者等の行動の自由の制限を伴うことから、司法の関与を

強化すべきであるとの指摘がある。

○ また、現行の面会通信制限の対象は、一時保護や同意入所、児童福祉法第

28 条の措置の場合であり、現行の接近禁止命令の対象は、児童福祉法第 28 条

の措置の場合であるが、在宅の場合を含め、その対象範囲を拡大すべきであ

るとの指摘がある。

○ 例えば、性的虐待を受けた高校生を一時保護している場合において、虐待

を行った保護者との接触を防ぎ、通学を可能とするため、接近禁止命令が必

要との指摘がある。また、実態調査によれば、児童が児童虐待を行った又は

疑いがある保護者と別居し、親族宅で暮らしている場合等にも面会通信制限、

接近禁止命令が必要とする意見がある。

②主な議論

［提案された対応案］

○ 面会通信制限、接近禁止命令については、親権者等の行動の自由の制限を

伴うことから、手続の適正性を一層確保するため、司法関与を強化すること

が考えられる。

○ 対象範囲の拡大については、接近禁止命令について、一時保護や同意入所

の場合に拡大することが考えられる。

［指摘された事項］

○ 現行の面会通信制限、接近禁止命令が十分に活用されているかどうかの検

証を行うとともに、新たな制度を設ける必要性を明確にすべきである。

○ 緊急の場合であっても、迅速に面会通信制限をすることができなくなり、

かえって児童の保護に反する結果となるおそれがある。

○ 現在の児童相談所等の体制を前提とすると、これらの命令主体を裁判所と

した場合、実務上の負荷が課題となり、柔軟な運用ができなくなるおそれが
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ある。

○ 面会通信制限や接近禁止命令の妥当性の判断においては、親子分離措置の

適否についても検討せざるを得ない場合があることに鑑みて、司法関与の在

り方については、一時保護への司法関与の在り方と関連して検討する必要が

ある。

○ 面会通信制限、接近禁止命令の対象範囲を在宅の場合にまで拡大する場合

には、裁判所の関与が必要とも考えられる。
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（４）親権停止制度の活用について

① 課題

○ 児童福祉法第 28 条措置と親権停止等の使い分けについて、親権停止等をま

ず活用すべきという指摘がある一方で、謙抑性の原則からすると、児童福祉

法第 28 条措置から検討せざるを得ないという指摘もある。

② 主な議論

○ 児童福祉法第 28 条措置や親権停止等について、両制度の趣旨や目的を勘案

した上で、必要に応じて、より適切に法的権限を使い分けられるよう、児童

相談所運営指針等において、明確にする。

（５）28 条措置に係る裁判所の承認について

① 課題

○ 児童福祉法第 28 条に基づく裁判所の承認は、措置の種別を特定してなされ

ているが、裁判所の承認は措置の種別を特定せずになすことを検討するべき

であるとの指摘がある。

○ この点については、既存の調査結果では、措置開始後２年以内に措置先を

変更した場合でも、あらかじめ複数の措置先について裁判所の承認を得てい

る場合が多数であるという結果となっている。

② 主な議論

○ 児童福祉法第 28 条に基づく裁判所の承認について、措置先を複数併記して

承認を受けることが可能である旨について、全国の児童相談所等の関係機関

に改めて周知することとする。

○ あわせて、措置種別が不適当であることを理由に却下の審判がなされた場

合に、児童相談所が一時保護を解除することがないよう周知する。
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４．今後の対応

○ 今回の「議論の整理」を踏まえ、厚生労働省においては、児童虐待対応に

おける司法関与の在り方について、関係省庁等と協議を行い、必要な制度的

検討を進めるべきである。

○ 今後とも、子どもの最善の利益に資するよう、児童虐待対応の在り方につ

いて、引き続き、評価・検証を行うとともに、必要な見直しを行っていくべ

きである。




